
には、伝統的な大学が政治力や嘲笑的

な宣伝活動を使ってその流れに抵抗し、

新規参入者に対する障壁を設け、授与

される学位や使える名称を制限させて

いるところもあり、国内発の新しい機関

が「大学」の名称を使うことが難しかっ

たり、不可能であったりすることもある。

しかし一般に学生は、新しくより実務的

な高等教育機関を高く評価する。現在

のグローバル化が進んだ環境にある学

生は、自分の需要を満たすことのできな

い地域から移住することが容易である

ため、多くの地域で人口減少が深刻な

問題となっている。特にヨーロッパでは移

住が非常に容易になっており、高等教育

業界の競争は激しくなってきている。こ

れは高等教育機関に対する大きな試練

であり、しかも長期にわたって続くだろ

う。

企業による大学運営

企業や政府機関に対する教育を提供

する市場はグローバル化し、また大きく

拡大している。しかし、より大きな変化は

既存の高等教育機関に類似する機関

に見られる。私営企業による大学運営は

特にアメリカで大きく花開いているが、日

本を含むその他の国でも増加している

（例えば、2004年に創設されたLEC東京

リーガルマインド大学は2005年末には14

キャンパスに拡大しており、2006年には

さらに3つのキャンパスを開校する予定

である）。

このような大学は通常「営利大学

（for-profit universities）」と呼ばれるこ

とが多いが、「企業大学（corporate

universities）」、「私有大学（proprietary

universities）」、「教育会社（educational

companies）」、「独立大学（independent

universities）」などと呼ばれることもあ

る。社会に受け入れられやすくするため

には、既に一般的に使われている名称

である「私立大学（private universities）」

という名称を使い、非営利の私立大学

との区別は非営利の私立大学の方に任

せてしまう戦略をとることも考えられる。

この業界は一般に「教育訓練サービ

激化する競争

新しい教育機関は国内から誕生する

場合もあれば、外国から参入してくるこ

ともあり、新しい教育システムについて

も、自国で独自に構築する場合もあれ

ば、外国の事例をもとに構築する場合も

ある。また、その運営主体は国や自治体

といった公的機関の場合も、私立の非

営利機関や、営利企業の場合もある。さ

らに教育スタイルも通学型かもしれない

し、遠隔教育かもしれない。また、授業は

同時間的かもしれないし、異時間的かも

しれない。

新規参入者は、新しい教育手法、対

象、価格設定、教育内容などを採用し

て登場してくる。例えば、営利大学であ

るアメリカのピープル大学が登場したと

きは、その20,000もの講座の中に「社交

ダンス」や「キルトの縫い方」などの授業

があることが話題になった。なお、ピープ

ル大学はあまり長続きしなかった。

世界的に高等教育業界の主役が代

わりつつある今、ヨーロッパの国々の中
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高等教育は、これまで大学によって支配されてきた。しかし、大学による長きにわたる独占は、今、崩れようとしており、
新しい競争が急速に芽生えつつある。ところが、高等教育全体を自らの支配領域としてきた大学と教授陣は、往々にして変化に
抵抗する。最近の高等教育分野での重要な課題として、機関や課程相互の競争が国際化していること、学生の選択可能な範囲が
広まっていること、社会との交流が強化されてきていること、教育の質と効率が改善されていること、などが挙げられる。

既存の大学に対する
営利大学による挑戦

Bruce Henry Lambert
ストックホルム・アントレプレナーシップ研究所教授／Helpnet社常務取締役

第2回



ス（Education & Training Services）」

という高等教育だけではなく、初等教育

や中等教育の生徒が利用する訓練シス

テムや、趣味の稽古も含めた名前で括ら

れることが多い。JBL Associatesが行っ

た調査によれば、アメリカには2年以上の

学位訓練（準学士［Associate］、学士

［Bachelor］、修士［Master］、博士

［Doctor］）を提供する営利の高等教育

会社が約1,000社存在する。これらの大

学の多くは上場しておらず、完全に非公

開である。大学レベルの教育を提供して

いる上場企業のうち、上位13社の時価

総額は440億ドルを上回り、上位9社はそ

れぞれ時価総額が10億ドルを超えてい

る（資料参照）。

学生数においてアメリカ最大の大学で

あるフェニックス大学も、上場企業により

運営されている。フェニックス大学は20

万人の学生と、1万7,000人の教員（その

多くが非常勤である）を抱え、90のキャン
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筑波大学大学院経営・政策科学研究科修了、1998年英国オッ

クスフォード大学経営管理学研究科より経営学博士を取得。同

課程中に早稲田大学大学院商学研究科に特別委託研修生も

経験。現在、ストックホルム・アントレプレナーシップ研究所教授、

Helpnet社常務取締役兼任。戦略論、知識社会化、地域発展

論が専門であり、日本の構造改革特区に精通。

大学を運営する営利企業の概要（2005年末時点）資料

※高等教育部門についての推定額。ワシントン・ポスト社全体の時価総額は73億ドル。

時価総額
（単位＝億米ドル）シンボルコード企業名 営利高等教育事業

110APOLアポロ・グループ
フェニックス大学、フェニックス大学オンライン、プロフェッショナル・デベロップメント・インスティテュート、

ファイナンシャル・プランニング・インスティテュート・カレッジ、ウェスタン国際大学

32CECOキャリア・エデュケーション ギッブス、アメリカン・インターコンチネンタル、コロラド・テック、デザイン＆テック国際アカデミー、サンフォード・ブラウン

11COCOコリンシアン・カレッジ コリンシアン、エベレスト、ロードス、タイタン、他

15DVデブライ デブライ、ロス、ディコネス・コール・ナーサリー、他

25EDMCエデュケーショナル・マネジメント アルゴシー、アート・インスティテュート、ブラウン・マッキー、他

28ESIITTエデュケーション・サービス ITTテクニカル・インスティテュート

26LAURラレート・エデュケーション シルバン、ワルダン大学、他

14STRAストレイヤー・エデュケーション ストレイヤー大学、ストレイヤー・オンライン

35※WPOワシントン・ポスト カプラン、コンコード・ロー、他
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パスと154の学習センターを運営してい

る。親会社であるアポロ・グループの売り

上げは年間2億ドル以上で、その時価総

額は約110億ドルである。オンライン教育

を提供しているフェニックス大学オンライ

ンは、2004年までは別個に上場してお

り、その時価総額は100億ドルに達した

（この後、大規模な自社株買いが行われ

た）。教育は重要な産業であり、大きな利

益を生み得るのである。アポロ・グループ

の成長は目ざましく、株式公開時の株価

0.72ドル（株式分割に伴う調整を含む）

であったのに対し、2005年12月中旬の

株価は65.92ドルに達した（かなり儲けた

投資家がいるはずだ）。

研究や教育にはお金が絡むべきでは

ないと主張する方もいるかもしれないが、

教室やオフィスを建てたり、冬に暖房を

つけたりするために、お金が必要である

ことは明らかである。教員も生計を立て

る必要があり、そのためにも報酬が支払

わなくてはならない。伝統的な大学の間

でも給与に関する競争は存在し、トップ

の教授陣は多くの報酬を得ている今、さ

らに、これにノーベル賞の賞金が加わる

場合もある。新規参入機関は、例えば年

100万ドルずつ支払うことなどによってトッ

プ学者、思想家たちを集めることができ

れば、教育業界での地歩を固め、また、

大きな宣伝効果を得ることができるであ

ろう。ベースボールのスター1人分の給

与で、教育機関は1ダースのトップ思想家

を揃え、学界のメジャーリーグ入りをする

ことができる。

それではなぜ、営利大学を成功裏に

運営することができるのであろうか。さま

ざまなビジネスモデルが存在するため、

この問いに答えることは容易でない。営

利大学の多くは研究せず、教育に専念

している。営利大学は、抽象的な学問を

教えるよりも仕事を得、または技術を習得

することを目的とした講座を提供するこ

とが多い。そのため、営利大学は労働市

場の状況や教育の需要により素早く対

応する必要がある。講座の多くは、伝統

的な大学に通うようなフルタイムの若者

ではなく、比較的高齢で、既に働いてい

るパートタイムの社会人向けに提供され

ている。新しい機関の多くは価格、実用

性、利便性（大きなキャンパスを準備す

る代わりに、時間借りしたオフィスなども

利用し、数多くの学習センターを運営し

ている）において既存の大学と競争する

ことが十分できる。

一部の大学が研究を行わないことは

問題だろうか。大学で行われる研究の

多くは、広く興味を持たれているわけで

も、特に質が高いわけでもない。そもそ

も、多くの大学は研究成果が即時に共

有されるシステムから、より独占的なシス

テムに移行する方向にある。教育に専

念する大学であっても、図書館や雑誌の

購読、オンライン・データベースに予算を

割くことで、最新の発展について情報を

入手することは可能である。強制的な研

究義務から解放された教員は、学生の

成長やニーズにより応えることができる

かもしれない。大学外の近隣社会や就

職した卒業生との交流を持ち、このよう

な外部の人の声を授業に組み込むこと

で、より実用性のある教育プロセスを実

施することができるかもしれない。有用

な研究ができる者もいるであろうが、高

等教育に携わる者すべてが、研究活動

を行わなければならないということはな

いはずである。

営利大学そのものは起業家的であり、

伝統的な大学と比べると、起業家的な熱

意や考え方をいくらかでも学生に伝える

ことができる傾向にある。

●学界は外界から隔絶し過ぎて、起業家

精神を失い過ぎている。また、学者は

起業家精神を支援する人材との交流

が少な過ぎることが多い。

●社会から離れて数年間理論的な学習

に携わる「隠遁モデル」は不合理であ

り、硬直的過ぎる。
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●「知識人」の多くが実務的な学習に

対して偏見を持ち、肉体労働やつらい

労働を拒否する。実務家として働いた

ことのある教員は、少なくとも他の教

員の欠けたところを補うことができる。

●アカデミックな世界で成功するために

は、毎日何時間も静かに座っていなけ

ればならない。変化への熱意や渇望、

そして起業家精神に不可欠な創造的

な交流はアカデミックな生活から排除

されていることが多い。

●多くの教員は混乱を拒絶する。「違う

方法でやる」出る杭は支持されない。

公的補助のあり方

多くの公的補助が与えられているこ

の業界において民間が活躍している昨

今、重要な戦略的な問題が生じてきてい

る。高等教育に対する公的補助は適正

なのか。そもそも、公的補助は必要なの

か。公的サービスの提供者は、入札に

よって選ばれるべきなのか。公的補助を

受けた公立大学に対して、コスト的に競

争することは困難であるが、競争はある

程度専門性に基づいて行うこともできる。

公的な資金は正しく使われるべきであ

り、公的な資金を受けるためには、訓練

および経験に関して一定の水準が満た

されることを要求すべきである。これは、

伝統的な大学にとって不利となり得る。

教員を自称していても、教育について学

んだことが一切ない教授は数多い。経

営について学んだり経験を積んだりし

たことのない、つまり経営に関しては素

人の学部長や学長も多い。また、特許の

ライセンシングや大学によるＴＬＯ（技術

移転機関）、会社の設立が活発になるに

つれて、やはり訓練や経験なしに起業家

やビジネスパーソンになろうとする研究

者もいる。これは自信過剰と言わざるを

得ない。

このような挑戦は、法的な手段によっ

て実現させることもできる。教育機関が

政府の補助金を受けたり、公的補助の

ある学生ローンに参加している場合はそ

の機関の教員が教育に関して一定の訓

練を受けていることを要求することは合

理的であり、法的な条件とすることもでき

るはずだ。研究者は一般に善意の教育

者ではあるものの、だからといって教育

の能力があるとは限らないのである。

民間業者が公的補助を受ける団体と

競争しなければならない業界において、

政府が基準を策定して民業の圧迫を制

限する前例は多くある。公立大学が「不

正競争である」と非難されるようになる

可能性はあるだろうか。私立ながらも非

営利の大学は通常その収入に関して課

税されることがなく、公立大学との微妙

な共生関係に満足しているように見受

けられる。しかし、営利大学は直接市場

の荒波にさらされなければならないので

あり、自らの生存を確保するためには既

存の機関の既得権益を打破しなければ

ならないかもしれないのである。

そうは言っても、これは戦いではない。

営利、非営利などを問わず、高等教育の

多くの分野においては有用な発展の余

地があり、協調することで誰もが成功す

ることが可能である。学部や大学は、教

育界において重要な教育形態である。

教室内で行われる授業は教室外での議

論や友人、クラスメート、同僚とのネット

ワークによって何倍にも増幅される。成

功を収める教育機関は、営利、非営利を

問わず、このような環境を自らの教育シ

ステムに取り込むことであろう。

次 回 予 告

大学による起業と
知的財産のライセンシング

外部委託できないものとは何であろうか？
創造的人物のインセンティブは見直されるべ
きであろうか？




